












































































































































































イ，チダイ， クロダイ ， シマアジ ， フグ類， カワハギ類， そしてその他の魚類
( I )全国かん水養魚協会『かん水JNo.316， 1991年 3月


































































業として形成されていく先駆的経過 J (1)であるに過ぎないといえよう .
( I )滞城晋ー 「わが国における浅海養殖業形成の機序J Ii"漁業経済研究J (第2
0巻第 3・4巻合併号， 1974年 4月)
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長 1-1 .海面養殖業の生産金額
生産額(百万円) 構成比(%) 伸び率 (%)
年 次 71 81 88 71 71-81 
生産額合計 133，717 437，901 557，082 100.0 100.0 100.0 227.5 27.2 316.6 
魚類小計 35，540 190，168 233，903 26.6 43.4 42.0 435.1 23.0 558.1 
ぶり類 34，255 150，222 132，884 25.6 34.3 23.9 338.5 -11. 5 287.9 
たい類 1，088 31. 822 60，402 0.8 7.3 10.8 2，824.8 89.8 5，451.7 
ふぐ類 41 781 5， 139 0.0 0.2 0.9 1. 804. 9 558.0 12，434.1 
その他 156 7，343 35，478 o. 1 1.7 6.4 4，607. 1 383.2 22，642.3 
水産動物小計 1. 210 11.410 20，207 0.9 2.6 3.6 843.0 77.1 1.570.0 
クルマエピ 1.120 10，829 19，671 0.8 2.5 3.5 866.9 81.7 1.656.3 
たこ類 51 11 0.0 0.0 0.0 一78.4 -90.9 -98.0 LD 
その他 39 570 535 0.0 o. 1 0.1 1，361.5 喧 6.1 1， 271. 8 
貝類小計 12，641 44，773 72，098 9.5 10.2 12.9 254.2 61.0 470.4 
ほたてがい 2，271 17，184 40，302 1.7 3.9 7.2 656.7 134.5 1. 674. 6 
かき類 10，369 27，215 30，953 7.8 6.2 5.6 162.5 13.7 198.5 
その他 374 843 0.0 O. 1 0.2 37，300.0 125.4 84，200.0 
A 珠 10，823 48，925 61， 163 8.1 11. 2 1. 0 352.0 25.0 465.1 
海藻類小計 73，503 142，625 169，711 55.0 32.6 30.5 94.0 19.0 130.9 
わかめ類 6，958 9，783 11. 199 5.2 2.2 2.0 40.6 14.5 61.0 
板ノリ 65，516 120，297 145，735 49.0 27.5 26.2 83.6 21.1 122.4 
ばらのり 934 1. 421 2，493 0.7 0.3 0.4 52.1 75.4 166.9 
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図1-2.マダイ漁獲量及ぴ収獲量
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t % 100万円 % 
魚類合計 241，946 100.0 233，903 100.0 
ギンザケ 16，496 6.8 15，303 6.5 
マアジ 6，455 2.7 5， 121 2.2 
プリm 165，928 68.6 132，884 56.8 
ヒラメ 3，097 1.3 9，016 3.9 
タイ釘l 45，476 18.8 60，402 25.8 
シマアジ 881 0.4 2，371 1.0 
フグm 1， 156 0.5 5，139 2.2 
カワハギ類 49 0.0 36 0.0 








リ養殖業に陰り が最初に見えたのは 1970年代の初めのことである .irl城晋一氏
や吉木武一氏が魚類養殖業の存立条件を分析 ・検討し，その限界を指摘したの
がこの時期jである .両氏の研究は今から十数年以前の成果ではあるが，基本的
な論点は両氏に よって既に提示さ れていると思われる .本t;iでは両氏の提示し
た論点を再検討し，魚類養殖業の限界について考察することにする .
浦城皆一氏は浅海養殖業の発展には r2つの壁」があること指摘 (2)している.





























(3 )吉木武一「つくる漁業に明日はあるかJ (中楯興 ・吉木武一『明日の日本水





6 7 B 9 0 1 2 3 4 5 6 7 B 9 0 1 2 3 456 7 B 
年次
1970年代中期以降のプリ養殖業の推移を概観しておこう.経営体数 (4) (=長
殖業者数)と生産量の推移を示 したのが上 に掲 げた図 1-3である .経営体数
は1978年を頂点に減少を続け， 1988年にはついに 3.000を下回るに 至っ た.経
営体数が大きく減少しているにも関わらず，生産量は 14-15万 トン の水準を維




は多機な企業形態が存在する . これらを統一 的に把握する農林統計上の用語 と
して経営体という用語が用いられている .本研究においては統計を引用する場
合にはそのまま経営体という用語を用いることにする.

















指摘する 3つのうち， 1.と 3.からは養殖業者の規模が一 つの論点として浮かび
上がる. 1.については，少なくともプリ養殖業に限って言えば，養殖業者の附










の原料となるだけでなく ，生鮮食用にかなり多くが振り向けられている . とこ
ろが，養殖プリに関しては大規模な養殖業者が生産したものも零細な養殖業者
が生産したものも市場において区別され得ない.極めて大きな階層間格差の存




別経営体数 (1973-1988年)の推移である. 1973年当時は 100-300 nF階国に
40%が集中しており，はまち養殖 (7)のみをおこな っている経営体のみを取り上
げて も， この階肘への集中皮が極めて高かった. また， 100 nF未満!日でも 73年
当時には何とか専業経営が成り立ち得たのが，今日ではほぼ不可能となってい
る.明 らかに下回断層から l順次プリ養殖業からの退出がなされていることが示
されている .一方， 1.000-2，000nFの階層は相対的に増加している .つまり，
プリ養殖業における経営を維持するためには，もはや し000nF以上の施設面取
規模は不可欠の条件とな っているのである .言 い換えれば，漁場の面積を拡大
し得えない小規模な養殖業者はプリ養殖業からの退出を余儀なくされていると
いってよいだろう.
漁場面積の比事からみると分解軸はより鮮明に 示 されている .表 1-4は階




たスケール ・メリッ トの発揮はない」とし，さらに「むしろファミリー ・フ ァ
一マータイプの経営者に効率的な生産を行う可能性がある .J (8) と述べている .
この1，000- 2，000 nFという 施設面積規模は10m四方の生箆10-20台に相当す
【7)漁業センサスにお いては 「はまち 養殖」と い う用語を用いているが，実際に
は成長程度の高いプリを生産 している場合も含んでいる . したがって，漁業セ
ンサ スでいう「はまち 養殖」と 本研究でいうプリ養殖とは開設である .
(8 )浦城晋ー 「養殖経済論J (大海原宏 ・志村賢男 ・高山隆三 ・長谷川彰 ・八木
庸夫編著 『現代水産経済論』 北斗脅房，1982年 6月，第 8!;i， p.253， ) 
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表1-3.施設面積階周知経営体数
~ 経営体数 橋脚じ(%)73年 178年 183年 18年 73年 178年 183年 18年
叶 3，335 3，968 3，707 2，794 100.0 100.0 100.0 100.0 
100nF未満 448 お1 180 9s 13.4 6.3 4.9 3.4 
100 . イ300 1，363 1，403 1，135 609 40.9 35.4 30.6 21.8 
300--500 652 824 746 関9 19.6 20.8 20.1 21.8 
500-1，∞o 464 753 733 617 13.9 19.0 19.8 22.1 
1，000-2，000 179 345 493 479 5.4 8.7 13.3 17.1 
2，0∞-3，000 64 11 120 130 1.9 2.8 3.2 4.7 
3，000-5，000 5 101 16 91 1.6 2.5 3.1 3.3 
5，000-10，∞o 57 82 80 75 1.7 2.1 2.2 2.7 
10，000nFQt上 53 98 104 8 1.6 2.5 2.8 3.1 
計 1.町7 1，608 1.366 1.007 100.0 100.0 100.0 100.0 
100m2未満 185 79 20 5 1. 0 4.9 1.5 0.5 
100-300 741 497 359 222 44.2 初日 26.3 22.0 
3∞---500 297 332 幻9 214 17.7 20.6 20.4 21.3 
500-1，000 219 379 31 224 13.1 23.6 22.8 22.2 
1，∞0-2，000 98 169 217 192 5.8 10.5 15.9 19.1 
2，000-3，000 40 42 40 43 2.4 2.6 2.9 4.3 
3，000-5，0∞ 31 41 51 3 1.8 2.5 3.7 3.3 
5，000-10，000 35 30 48 37 2.1 1.9 3.5 3.7 








73年| 78年| 83年| 88年 73年 178年~年 l~年
百十 5，199，8647，034，1717，165，9126，385，240 10.0 10.0 100.0 100.0 
l00nF未満 幻，082 15，316 10，674 5，663 0.5 0.2 0.1 0.1 
100-300 228，119 お1，555 216，508 12，064 4.4 3.6 3.0 1.8 
300--500 247，588 315，610 282，767 232，914 4.8 4.5 3.9 3.6 
5∞-1.∞o 313，768 507，127 517，767 450，203 6.0 7.2 7.2 7.1 
1，000-2，000 244，156 442，851 668，860 650.649 4.7 6.3 9.3 10.2 
2，000--3，000 148.192 262，337 284，891 お8，477 2.8 3.7 4.0 4.7 
3.000-5，000 203，260 373，965 436，231 333，837 3.9 5.3 6.1 5.2 
5，000---10.∞o 377，463 567.276 528.285 506，845 7.3 8.1 7.4 7.9 






























































































74-76年 86-88年 74-76年 86-88年
円/kg 円/kg % % 
販売価格 1， 133.6 856.6 126.0 114.7 
生産原価 899.9 746.6 100.0 100.0 
労働賀(合.見積家族労賃) 94.5 60.8 10.5 8. 1 
餌代 437.7 400.7 48.6 53.7 
種苗代 203.3 129.3 22.6 17.3 
減価償却費 28.2 52.0 3. 1 7.0 
販売手数料 13.3 12.7 1.5 1.7 
その他 123. 1 91.1 13.7 12.2 







l 出所 : r問腕醐~J"l><v r棚糊鱈↑年
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積(漁場面積)および 1経営体あたりの平均生産量の推移を， 1974年を 100と
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の採算ラインであると述べている 〈引 .この誌準から算出すると， 1974-76年の
時期lには餌料価格の採算ラインは94- 103円/kgということになる . この基準









ると， 1988年のわが国漁業の総漁獲量 1.199万トンのうち，漁業用餌料 (1 0 )に
228万トンが仕向けられている.この漁業用飼料の大部分を占めるのがマイワ













( 1 0 )漁業用餌料にはカツオ漁業などに利用される簡も含まれるが，そ の殆ど大
部分は養殖用問料である.
( 1 1 )餌飼料むけ多機性魚の価格形成メカニズムについては多屋勝雄「飼餌料需



































































































































料のモイストペレ ット 化が80年代広範にな って急速に進展している.これに と
もなって配合餌料の使用量は大きく伸びている .図 1-8に示されているよう
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年次
漁場の沖合化もそうであったが，餌料のモイストペレット化も直接的 ・短期







































ノリ 46165.3 24187.0 21978.3 1∞.0 52.4 47.6 
カキ 59680.5 24487.8 35192.7 i∞.0 41.0 59.0 
til朱 83011. 5 24843.2 58168.3 100.0 29.9 70.1 
ぽぷ母員 41671.1 14498.1 27173.0 100.0 34.8 65.2 
プリ類 100808.0 27798.9 73009.1 100.0 幻.6 72.4 
ワカメ 34605.7 14813. 1 19792.6 100.0 42.8 57.2 









( I 4 )余談 になるが， 1989年に天皇の戦争責任に言及した長崎市長を狙撃した人







資産合計 39，088.9 100，535.5 
回定資産 11.900.7 24，345.6 
流動資産 27，188.2 76，189.9 
負債 10，671.5 41.593.8 
固定資産比耶 30.4 % 24.2 % 






















業種 資産 負 {li |資産ー負債 I!'~m/ 資産
千円 千円 千円 % 
ノリ 46165.3 4723.2 41442.1 10.2 
カキ 59680.5 5108.5 54572.0 8.6 
真珠 83011.5 30137.8 52873.7 36.3 
真珠母民 41671.1 3589.5 38081. 6 8.6 
プリ類 100808.0 40651.0 60157.0 40.3 
ワカメ 34605.7 1990.8 32614.9 5.8 









い水準の生産品を維持している . しかしながら， 1970年代から 1980年代初頭に






































つてのプリ ， マダイといった全国的 ・大規模な市場を形成し得るような魚郡は















































































て軌道に乗った養殖業種 (3 )である.図 2-1はギンザケ養殖の近年の推移を表
したものである.養殖業の統計の上にギンザケが初めて記載されたのは 1978年
である . この年の生産毘はわずかに72tに過ぎなかったのが， 1988年の生産51
は14.547tとなり，わずか 10年間で生産量は約 200倍になっている.この ギン
ザケ養殖でも既に価格の低蕗傾向がみられる.特に， 1986年には対前年比で 1




























































N 主 N1+ N 2 
M ~ CI・N1+ C 2・N2
を制約条件とし，目的関数
R = r I・N1+ r 2・N2
を最大化させるように行動するものとする.ただし ，N Iは魚種 iに使用する生










M < C I・N(i=1，2)
なるケースである . また，














事 r，/ c ，の大きさによって決定される.
rl/cl > r2/C2 
ならば魚種 1のみを放饗する方が，魚種 2のみを放援する，もしくは魚種 1と
魚種 2をあわせて放養するよりも有利であり，従来N台使用していた生貨 を減
らしてM/ C I台の生貨を利用して魚種 1の養殖を行うのが最適である. したが
ってこの場合には魚極の転換はおこりえない.ただし， N-M/c，台の生貨 は
未利用の状態となる .一方，
rl/c， < r2/C2 









r I > r 2 






( i * j ) M < c ) ・ NJかつM > C i・Ni
資金Mのすべてをコストの小さい魚種に投入するが成立しているときである.
コストの高い方で漁場をすべて利用するためには資金がとには漁場が狭すぎ，





皿はそれぞれI， すなわち r1と r2の比によ って最適解が決まる .き，
( 1 ) < 1 r 1/ r 2 
( I) C 1/ C 2 < r 1/ r 2 1 < 
(田〉r 1/ r 2 < C 1/ C 2 
すなわ





:. -...・・・..，.C 1 ・N 1 + C2 ・N2=M 
Wベ戸



















1< rl/r2 < CI/C2 
となっているときには，部分的に魚種の転換が行われ，点 Bが最適解となる.
この式を変形すると
r 1> r 2 かつ r 1/ C I < r 2/ C 2 
となり，更に資金の制約条件から
C 1> C 2 
が成り立っていることから示されている，魚砲 1の利益は大きいがコストもそ
れ以上に大きい. したがって利益事は魚種 2の方が大きいという状態である.
同織に. C I・NがMを下 回り. C 2・NがMを上回るという条件のもとでの
魚種の選択は，先の図の縦軸を魚種 1横軸を魚種2に読み替えればよいのであ
り，
rl/r2 > 1 
ならば，利益の少ない魚種 2をあえて導入するまでもなく，すべての漁場を魚
極 1に使用すればよい.
1< rl/r2 < CI/C2 
であれば，一部の漁場(生貨)を魚種 2に転換させるのが合理的である.
CI/C2 < rl/r2 
となっていれば，魚種 1の放援をあきらめて魚種 2に完全に転換した方が有利
となる.
以上の結果をまとめたのが，表 2-1である . ちなみに，上述の議論では魚
種 lから魚種 2への転換を考察したのであるが，逆にコストの低い方から高い
方への転換については，魚種 2から魚種 1への転換を考えればよい.






r 1/ r 2の値 C 1 一制約条件 C 2 
漁場が制約条件
魚種 2 魚種 1 魚種 1
(C2< cl<M/N) 
漁場と資金が制約条件
魚種 2 魚種 1+魚麗 2 魚種 1
( C 2 < M/N < C 1 ) 
資金が制約条件
魚種 2 魚種 2 魚種 l
M/N < C 2< C 1 ) 
魚種 iの放養期間を t1 ，放援開始から出荷サイズに至るまでの生~1 台あた
りの総費用を Ci，売上金額を Rlとする . つまり，魚種 iを 1台分放廷し，費
用 Clを投入すると，期間 t1後には Riで売れるものとする . したがって，魚郡
iの利益はR1-C iとなる . そこで
CI=Ci/tl 
r i = (R i一C，) / t 1 
ただし， i = 1， 2 
という関係が成り立っている.
まず， C 2 < C 1という条件の下で， 漁場だけが制約条件となっている場合に
は，表 2-1より，
r ， t 2 R 1-C 1 < 1 一 • r 2 t ， R2一C 2
が魚種 1から魚種 2への魚種変更が起きる条件となる . この式を変形すると
R，一 C， _ t 1 ----
R2一C2 t 2 
となる.つまり ，魚穏 1とflt磁 2の放養から出何に至るまでの利益の比が政援
期間の比を下回ったとき，魚種 1から 2への変更が行われることになる .
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V I V 2 
、 ? ? ????
?， ? 、
となる . これが魚極 1から 2への魚種転換が行われる条件である.このときは
放餐期 間は関係なく，単に総賀川と総売上の比だけが条件となる .
ただし，漁場と資金の両方がともに制約条件として作用している場合，すな
わち C 2 < M/ N < C I という関係が成立している場合には，この段階で
は魚種 2の噂人が行われるにとどまり，すべてが魚極 2に切り替わるわけでは
ない .魚種 lと魚種 2の生貨の台数は先に掲げた図からもわかるように，
N， = C I N -M ， N 2 = M -C 2N 
C 1- C 2 C 1- C 2 
となり，魚種 2の放接台数は売上金額とは関係なく， C Iと C 2の比率，いいか
えれば， C 1， C 2， t Iおよび t2とで決定されることになる.つまり，
C I t 2 C I 
C 2 t C 2 
が大きくなるほど魚種 2の放餐台数が増えることになる .仮に C1， C 2が一定
であるならば，成長部の低下によって魚種 1の放養期間が長くなるならば，魚
種2の放接台数が減ることになる . また，技術開発によって魚種2の放餐期間




(5 )例えばマダイ養殖においては 2年半から 3年という養殖期間の長さがネック
とさ れてきたが，放裳期間も義組技術の発展によって短縮が可能となるケース







急ピッチで進展している . 図 2-3は統計資料で把担し得るタイ，シマアジ 等
の生産額の推移である.いうまでもなく，統計にはあらわれてこない養殖魚種
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が一定の水準に閉まっている 一万で生産量がflび続けていることである . これ
はプリ養殖業の場合，その成長期に生産量 の明大を担ったのは主 とし て新j見参




・λ 一二・ ._/九九よ..・・寸 3.000
出所 :漁然強殉熊生産統罰年報






















われた結果であ る.表 2-2は漁業センサスに基づいて マダイ養殖業者数を比




闘はかなり小さくなっている .つまり ， マダイ養殖業にあっても既に小規脱 な









計 2860 506 17.7 2653 680 
100 uf未満 352 21 6.0 214 16 
10.... 300 1210 221 18.3 928 219 
30.... 500 425 72 16.9 424 101 
500-1，000 460 94 20.4 515 154 
1，000-2，000 256 70 27.3 313 108 
2，00....3.00 60 10 16.7 108 38 
3，00....5，000 24 3 12.5 80 22 
5，000-10，000 24 4 16. 7 33 6 
























にみられる 2年プリの養殖ではほぼ 2年で 出荷サイズに成長する . つまり，プ
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呼称が変わる). 関東地方ではワカシ → イナダ→ワラサ→プリという l呼称を用
い，ハマチという用語は元来使われていなかった .関東にハマチという呼称が
定着したのはプリ養殖業の成長による.つまり，ハマチという商品は当初から
養殖もののプリ の幼魚を示しているのである .極端ないい方を敢えてする なら
ば，ハマチという魚は養殖ものなのであって，大多数の消費者にとって，ハマ
-41 -
































そこで ， 出荷 l立!日のいわゆる仕上げ段階においては生貨の表面を遮蔽 ~t~ で額い，
日光(紫外線〉をカットすることで体色が黒っぽくなるのを防ぐという方法が
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たのが去 2-3である(g) プ リ養殖業の方は全てのカテゴリーにおいて経営体
数が減少しているが，マダイ養殖業では「タイのみを養殖」 している経営体数
だけが大幅に増加している . この 5年間にプリ ・タイ複合からタイ単作へと転
換した養殖業者が多数あることがうかがわれる.ただ，プリ養殖業者のう ち，
その 1/3強が依然としてプリだけを放養しているのに対し，マダイ養殖では













--年『 83年 I 88年 83年 88年
経営体数合計 3.707 2.794 2.860 2.653 
実|単作経営 1.366 1.007 506 680 
他の養殖と兼営 914 829 927 920 
数|採捕漁業と兼営 861 556 742 585 
採捕及び他の養殖業と兼営 566 402 685 468 
% % % % 
構 経営体数合計 100.0 100.0 100.0 100.0 
成 単作経営 36.8 36.0 17. 7 25.6 
.I:t 他の養殖と兼営 24.7 29.7 32.4 34.7 
採捕漁業と兼営 23.2 19.9 25.9 22. 1 












73年 78年 83年 88年
全国合計 3.335 3.968 3.707 2.794 
太平洋中区静岡 81 106 113 61 
太平洋中区三重 813 777 634 357 
太平洋中区高知 684 609 423 258 
太平洋南区愛媛 445 473 430 379 
太平洋南区大分 32 83 123 137 
太平洋南区宮崎 88 133 129 121 
東シナ海区長崎 244 583 577 428 
東シナ海区熊本 54 118 148 130 
東シナ海区鹿児島 283 470 491 443 
瀬戸内海区徳島 145 96 76 30 
瀬戸内海区香川 190 221 238 226 




73年 78年 83年 88年
1.677 1.608 1.366 1.007 
53 57 20 6 
454 297 254 161 
460 260 182 133 
188 318 227 201 
18 29 38 19 
63 84 75 49 
108 172 206 153 
10 27 7 7 
135 216 260 193 
36 21 17 8 
75 59 43 42 




50.3 40.5 36.8 
65.4 53.8 17.7 
55.8 38.2 40.1 
67.3 42.7 43.0 
42.2 67.2 52.8 
56.3 34.9 30.9 
71. 6 63.2 58.1 
44.3 29.5 35.7 
18.5 22.9 4.7 
47.7 46.0 53.0 
24.8 21.9 22.4 
39.5 26.7 18. 1 




























て，鹿児島と他の産地では r1/ r 2に差異が生じるのである .仮に価格の低迷























全国 2.794 6.385.240 2.285 
太平洋rl区静岡 61 35.561 583 
太平洋rl反三重 357 97.268 272 
太平洋市区高知 258 440.444 1.707 
太平洋南区愛媛 379 1， 243.436 3.281 
太平洋南区大分 137 864.613 6.311 
太平洋南区宮崎 ) 2) 266.282 2.201 
東シナ海区長崎 428 1， 426.611 3.333 
東シナ海区熊本 130 285.423 2. 196 
東シナ海区鹿児島 443 496.195 1. 120 
瀬戸内海区徳島 30 29.671 989 
瀬戸内海区香川 226 197.442 874 






比率が 1978年以降高まっている . この地域は漁場の老化が著しいことで知られ
ている上に，真珠養殖からの転業者が多く平勾漁場面積は極めて小さい.つま
り，漁場の制約条件は極めて厳しいところである.にも関わらず， プリ単作経



























1， 188人が漁業世帯品である(I I ) また，他に水産加工場がおあり，主として
まき網漁獲物の塩干加工が行われている .漁業 ・養殖業以外にこれといった産
業もなく，漁業 ・養殖業への依仔皮は極めて高い.
( I I )第 8次漁業センサスによる.
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島浦町漁協の組合員は 1989年度末現在で，正組合員 457名(生産組合 1，漁
業を営む法人 19を含む〉で準組合員30名(地区内漁民 2，地区外漁民 4，漁業
を営む法人 1，水産加工業を営む個人 18，水産加工業を営む法人 5) とな って
いる.法人を除く組合員数は正 ・準あわせて 461人となっているが，このうち 3












漁業種頬 |経営体数| 金 額
千円 % 
中型まき網 10 1.616.334 50.0 
小型船漁業 82 173.522 5.4 
マグロ延純 9 228.098 7. 1 
小型まき網 53.230 1.6 
定置網 9 38.415 1.2 
魚類養殖 27 1.121.050 34.7 






















行われるようになったのは 1961年のことである.島浦漁協の記録によると， 19 
61年のモジャコの平崎価格は 1，359円/kgであった.当時の価格であるからは
あたり単価としては破絡の高価絡といっ てよいだろう .加えて当時は島浦l也先












よるそジャコ採怖が行われるようになった . この時期になると H生産組合はそ




地元漁業者がプリ養殖業に進出したのは 1978年とかなり最近の ことで ある .














リからマ ダイへの急速な魚種転換がおこるのは 1984年のことである .第 1l;'eで
ふれたように， 1983年はプリ価格の暴落があ った年であり ，先のモデルに 悶lし
ていえば，魚極 1(=プリ〉の価格暴落が rIを大きく低下させ，その結果 2f.(t 


























78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 
年次
表2-7. 烏浦地1&おけるプリ養殖業とマダイ養弛業の推移
プ マ ダ イ
年
経営体数|施設面積| 経営体数|施設面積|次 収獲量 収磁{J
100 nf t 100 nf 
1982 22 431 1.088 2 3 
83 21 424 1. 772 2 3 
84 21 424 1. 778 6 10 21 
85 17 119 1. 310 10 20 3( 
86 16 150 1. 176 10 15 5~ 
87 17 407 1. 381 9 40 III 
88 17 394 1. 479 10 34 15， 

















入手できるこの地区では相対的に C 1/ c 2の他が大きくなっ ており，そのため







は成魚の利益率に比べ相対的に低いようである . つまり， r 2が成魚まで放謎し
た場合に比べて小さいのではないかと思われる. したがって，熊本等のマダイ



































今日では箱プリと称する野じめもの 〈り のプリ(すでにハマチとはいい がた い)




































などでは既に越冬物の生産が行われていたということである . したがって ， 19 
60年代初頭にいわゆる「ハマチ養殖Jとして産業化したプリ養殖は， 1960年代
後半(この業者の場合は 197年)には越冬物の生産が始まる . この時期以降， プ
リ生産は 3- 4 kg程度のサイズの 2年魚が中心となる .今日の，主として刺身
需要に対応する養殖ハマチはこの時期に商品化したということになる.















のは 1970年頃であるが，ここでは当初から 2年1誕生産が行われたが， 1970年当
時であってさえも， 1年魚養殖が中心であり，東町の生産方針は鹿児島では異
端視されたという (3). H養殖生産組合の 2年魚生産はかなり早かったといえよ
う. H養殖生産組合での聞き取りによると， 2年魚生産への移行は， 1967年非
れの市況がかつてなく悪かったことが直接の契織となっていたという . また，








(2 )吉木武一 「義如水産物の需給構造 J r水産経済研究.B (NO.35， 1982年5月，
水産庁漁政部企凶諜)などを拳照されたい。
(3 )拙稿「ぎよきょう ・ズームアップ 鹿児島県東町漁協J r漁協(くみあい)J 
全漁連，第 8巻ml号， 1991年 5月
ー 58-
図2-8.養殖ブリ価格の推移 出所:水鐙物路墨紙面年報
円/k9 600 ，.. . . 
4.00・・
200←. . . . . .・・・・.. . . . ，. . . . . . . . ・・・・づ 01.5
。L.1 ~I I J I~ .J斗」山 〕ー'- 1 -L ~ .~ CI 





あったが， 1970年代に入ると 2倍をきり， 今日ではほぼ生鮮水産物の平均 1目指
に等しい水準にまで低下している. これはとりも直さず， 養殖プリが高価指水
産物の地位か ら離脱し， 大衆的水産物へと位置づけを変えていく過程に他な ら
ない .1960年代の終わり頃から 1970年代初頭， および 1970年代の終わり のI!，lYl 
は相対価格の低下が特に顕著な時期であることがわかる.
この中でも 1960年代終わり頃と 1972、3年という時期は， ここで事例とし て と
りあげた養殖業者が，越年生産=放養期間の延;長に踏み切った時期にほぼ相当
している . 1972、3年の市況の低下がサイドの越年生産の引金となっている こと
が統計的にも裏付けられる .
2. 生産物大型化の理論的考察














































大 阪 制1 戸 京 都
平均単価|平均亜日 平均単価|平均重自 平均単価|平均屯
円/kg g/尾 円/kg g/尾 円/kg g/ 
2年もの 882 2.936 923 2.864 889 2.757 
大プリ 880 6.240 946 6. 127 904 6.040 
???
















なっている魚併の大きさを Y (kg) ，魚群に与える餌の累積誌を x(kg) とす
る. y=f (x)がこの場合の生産関数である. x / yがいわゆる増肉係数で
ある. 1)の仮定はこの生産関数 fが 1投入物一 1産出物の単純なものである
ということを示している.

























y= f (x) 








で仮3 ) 議論を単純化するために餌料費以外の賞用はすべて固定資用とする .
定したように人件費も固定費用とする .







( 1 )式を利潤関数とよぶことにする .






この利潤関~!は図 2 -1 0の直線 Iで示さ潤関数は傾き w/pの直線となる.





































































































積あたり放養足数を増大させる必要がある . この場合， 1出荷単位あた りの漁






































様化する . 7-8kg， 9kgW-上といった大型のプリの生産が行われている反面，
比較的小さいサイズの生産も行われている . しかし，出荷の中心となっている





裳 殖 プ 類 出 荷 金 好l 階 庖
2千万円 2-3千 3-4千 4-5千 5千万 1億 円
未満 万円 万円 万円 -1億円 以上
養殖業者数 3 8 6 5 8 5 
万円 万円 万円 万円 万円 万
1 -2 kg 500 ー 500 ー - 1， 20 
生 2 -3 kg 667 438 250 200 1， 00 
産 3 -4kg ー 1， 412 2，017 3，100 3，913 4，09 
物 4-5 kg 250 500 800 3，400 5，43 
の 5 -6 kg .幽 ー ー 13，40 
サ 6 -7 kg 』
イ 7 -8 kg ー ー ー 72 
ズ 8 -9 kg ー ー
9 kg以上 ー ー ー 1， 80 




億円以上の販売金額がある 5経営のうち 4経常である.この 4経営は所在地が





表 2-1 1. プリ養殖業を主とする経営体数
市町村 地 区 経営体数
臼杵市 臼杵 2 
津久見市 津久見 4 
上浦町 上浦
佐{自市 大入品 6 
佐伯 3 
鶴見町 中首Ii 4 
米水津村 米水泳 5 























質事 3 Fぜ争司~....1. n乳業民主主 91直芸芝己こさ6" t-ニテる
司主fieuイ共系合 a:>鵠リ犀芝白勺有者主糸且 b とヨミ鬼畏
第 1節.魚類提殖業における種苗の位置づけ





















ば，クルマエピは人工種苗生産が技術が早くに確立した魚種の一 つであり， 19 
61年には人工極的生産技術が確立し，廃止塩田や陸上水糟で盛んに養殖がおこ
【1)隆島史夫 rf，(¥の養殖披前線』裳華房， 1990年 4月， p. 44 
?? ???
なわれ て るよ うに な った {引 .クル マエ ピ1殖の場合， 人工磁苗がもちいられて
はいるが，人工種苗と い えども， そ の実態は抱卵した親を採捕し，卵 を日 l~ ・








ただ，キン ギ g やコイを除き，品種改良された魚種の養殖が企業ベー スにの
ってこなかった， いいかえれば研究機関での実験的な試み の域を依然と してで
ることがない のは，単に魚類の品盤改良の歴史が畜産などに比べ歴史が設 いう
ことだけではな いだろう.周知のように，わが国では魚類消費における 天然も
のへの噌好が きわめてつよい.病魚プームもその延長線上にあるといっ てよ い
のだろうが， 天然魚噌好の強いわが国の魚食文化の特性が，品種改良され た魚
極に対する需要を 必ずしも生み出さなかったということも 一つの要因で あろ う.
養殖魚の種苗生涯 と，それを出発点とする品種改良の方向は，天然魚の もつ)~

























さいものではない. r漁業経済調査報告(漁家の部) J のデータに基づいて r~(
出したところによると，年によって多少の変動はあるものの，生産貨の 15-25
%を極的資が占めている.これは餌料費に次ぐ高い比率である .餌料費と郁.由




率はこれらに比べると小さい . ちなみに ，畜産物の飼料費はそれぞれ28.5%， 






















にも関わらず，漁業生産宣は戦前の水準に達しない状況 にあった . これは乱滋
による資源、の枯泌が主たる原因であった .漁滋状況の低迷に加え， この 当日寺，
食組事情は第二次大戦直後に比べると好転しており，不況もあいまって仏側の
低迷はきわめて深刻な状況にあ った. 漁業者の生活は窮乏化の一途をたどって






ダイナマイトを使った漁法などもあったようである . まさに無法漁業の II~代で
(5) 1951年 12月17日法律第 313号
( 6 )当時の窮乏イじした漁村の状況は，近l臨康男「われは海の子J近藤康男制蒋
『貧しさからの解放』第 2部， 1953年 5月に詳しい.
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あった . こうした資源略称的漁業に歯止めをかけるために打ち出された のが，
小型機船底びき網漁船等の減舶整理であり，有名な 5ポイント計画 (7 )であり ，





















(7) 1951年 2月当時の NRSへリントン水産部長名で出された「日本沿岸漁民が
直面している経済的危機とその解決策としての 5ポイント 3十回J.5ポイント
計画の内容などについては，小沼勇『漁業政策百年 その経済史的考察』法文
協， 1988年 3月， p. 102などに詳しい.
(8 )水産資源保護法，第 5条と第 6条









































ば か が し、 殻 長 5センチメートル以下
さ つ ま あ か カt い 殻 長 3センチメートル以下
(あけがいを合む〉
つ き ひ が い 殻 長 8センチメートル以下
い た や が い 妓 長 8センチメートル以下
く ろ ち よ つ が い 殻 長 9センチメートル以下
ま 山く 殻 長 5センチメートル以下
と i: ぶ し 殻 長 3センチメートル以下
あ わ び 般 長 8センチメートル以下
いせえび類(いせえび ・あおえび ・ 体長(眼か「眼のくぼみJ後縁から
にしきえび ・ごしきえび及び，か 節の末端までの長さをいう. ) 1 3 
のこいせえびをいう. ) センチメートル以下
う な ぎ 全 長 2 1センチメートル以下




























許可とよばれている)が必要である . これは採捕を希望する業者が毎年 rjl1;し，





















影響が懸念されている.近年，ようやく笹察 ・行政 ・養鰻業界一体とな った巡
法採捕取締 (I 0) (表 3-1 )と行政 当局と義鰻団体の協議によるシラス ウナギ




















立し た いれ .現在では全かん水がおこなうシラス需給制:整会議によって決定さ
れた数値に概ね基づいて，水産庁が各府県に指導をおこなうという形態がとら
れている .
表 3-1 . シラスウナギ密漁検挙者数
年度 検挙者数 袋網押収数
1984 15 62 
85 37 23 
86 51 96 
87 58 73 
88 67 48 




らに親魚資源の減少は， さらに次世代の種苗の減少を もたらす. したがって，
天然種苗採捕には，資源保護の観点から，厳しい制限が加えられるのは吋然の
ことである . 少なくとも，水産資源保護法の理念がこうした 立喝に たっ ている










うことが原則となっている .図 3-1はモジャコ採制i?JIJ当数量の推移を ぶした
ものであるが， 1981年以降は42，500千尾となっている .佐々木俊雄氏は r(19 





奄美諸島から沖純諸島海域の日本海溝周辺といわれている(1 4 ) 自然状態では
産卵時期は 2-3月(養殖している場合には 4-5月に産卵する)で， E卵後
2-3日でl静化した後，ホンダワラ，ネジモク，アミクサなどの褐藻類の流れ
藻 (1 5)につき，黒潮やその分流である対馬海流にのって成長しながら北上す る
(図 3-2) .この流れ藻についている段階の稚魚をモジャコとよぶの であ る.
( 1 3)向上
( 1 4 ) r養魚鰐座 はまち』緑書房，第 5版. 1985年12月. P. 13 













































































採 相i 期l 間
府 〆lE1l、 網目制|恨
87 年 88 年
宮 崎 4.20 - 5.30 4.25 - 5.24 30節以下
大 分 4.25 - 5.24 4.25-5.19 30節以下
鹿児島 4.25 - 5.24 4.25-5.17 30節以下
高 知 4.27 - 5.26 4.27 - 5.27 30節以下
f指 本 5. 1 -5.30 5. 5 -5.30 28節以下
愛 媛 5. 4 -6. 2 5. 3 -5.27 30節以下
静 岡 5.10-7.20 5.15-5.30 7.5節以下
和歌山 5.10 - 7.10 4.25 - 5.29 28節以下
一 重 5.11 - 5.30 5.10-5.25 28節以下一
徳 島 5.16 - 6. 4 5.15 - 6.3 30節以下
兵 F~ 5.21 - 6.20 5.27 - 9 30節以下
長 崎 5.27 - 6. 7 5.18-5.31 25節以下
山 口 6. 1 -6.30 6. 1 -6.30 なし
出所: r沿岸J幹漁業実態鯛査報告書』全漁迎， 1989年 3月， p. 9 
モジャコは北上しつつ成長していくことから，わが国沿岸部では鹿児島や符
附といった九州南部地)3でもっとも早くからモジャコ採捕が開始されるが，採





















から 1k gあたりの足数は 500-350尾ということになる.図 3-3は霊!うに換
算したモジャコの採捕量を掲げたものである .公表統計でみるかぎり ， ここ数














』 案 採捕容J当量1r餐殉種笛全・.Ip. 50 
200.000 r..................... jf. ¥ 
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干尾 10、 ぷ/ ¥ 1 
μ~~守、少f q i- 100肋 k9 
σ "a-' ¥ r稼
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??????? 、 ? ? ?? ???『
一 重 徳 島 高 知 大 分 宮 附 鹿児島 2十一
千厄 千足 千 j己 千尼 千尾 千尼 千尼
静 岡 250 180 30 40 500 1，000 
石 )1 50 ー ー ー 50 
兵 陣 - ー 200 ー ー ' 200 
香 )1 215 250 280 50 1.853 ー 2.648 
A 耳 Z 媛 330 520 495 1， 140 2.485 
千 葉 164 『 骨 .幽 ー ー 164 
計 679 250 990 600 2，388 1， 640 6.547 
出所 : r養殖臨時増刊 養殖種市全書J1987年 12月， p.50 
水産庁からモジャコの探捕総1it枠が発表されるのは毎年 4月である.この発
表を受けて，全かん水では全国各県のかん水養魚協会(宮崎県ではかん水漁業
協会 (I g) )の役Aクラスと担当峨員を百集し，需給調整会議を開催し，需給計
画を発表する . ただし，水産庁の発表する総量枠は， 2月頃に全かん水が水路
庁に対して報告される数値にほぼ基づいているといわれているから，実質的に
( I e)ただ， 一部の大規模業者のなかには，地元漁協の合意を得て漁場の行使縮






は業界団体である全かん水が決定する需給計画を， ;1<産庁 が柿戚づける という
ことであろう .一方，これを受けて，各県のモジャコ採捕担当部局は特別採J，1i
許可を各漁業者に与える . この特別採捕許可には，漁船のトン数制限(宍崎県
を例にとると 5トン未満)，主機関の馬力制限(同じく 15股林馬力)， t~~ 業 jt1J
間の制限や網目の制限(前掲の衰を参照)などの許可条件が明記されてい る.
採捕業者はこの杵可条件にしたがってモジャコの採捕をおこなう . ただ， 近年，
プリ養殖業不振のあおりで，許可巾精件数そのものが減少傾向にあるだけ でな
く，許可をも っていても実際には操業しないという業者も増えてい るという .
大分や宮崎といったモジャコ供給地帯は援殖産地としては後発の地域であり ，













採 揃i 業 者 数 許可
県 n 供給 | 自給 yl数
静 岡 45 45 45 
一 if 221 62 159 221 一
兵 川I 19 ー 19 19 
和歌山 183 168 15 183 
山 口 110 91 19 110 
徳 向 44 16 28 44 
愛 媛 123 『 123 123 
高 知 295 180 115 295 
長 附 302 ー 302 302 
熊 本 80 80 80 
大 分 1 14 67 47 1 14 
宮 附 161 161 ー 161 
鹿児島 368 277 91 368 
他 5県 1 11 6 105 61 
百十 2， 176 1 ， 153 1， 023 2， 126 
出所:前掲， r沿岸基幹漁業実態調査報告官Jp. 4 
モジャコ採掛i から養殖業者のイケスに放設されるまでを，宮崎県の可~11をも
とにみていこう .宮崎県の公表統計上の採捕畳の推移は図 3-4のとおりであ
るはけ . また，採捕をおこなう業者は県北部の ~tn，島浦，延関東，土々/4，
鯛名， および県最南部の出聞の各地区に分散している . このうち，土々日と出
問の両地区にはプリ養殖業者はまったくいない. また，北浦，島浦，延同点の
各 地 区はプリ挺 9~i 業者の集中している地区である .
採捕業者が採 tllì したモジャコは各漁協に集荷され検量がおこなわれる . 採 ~ílì
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であってもその年度のモジャコ採捕は終了である.逆 lこ，書IJ~ 尼数に述 しな く






くモジャコのついた流れ藻を発見できれば， 一 回の操業で数十万円から 1'1'万円
近いの水揚げを得ることができるが，反面，流れ藻を発見できなかった り，知
見した流れ藻にモジャコがついていなかったりすると，まったく水揚げな しと






漁業が組み入れ られている J という .こ の点は，自給採制iがまったくおこなわ
れず，養殖業と偲苗援捕が完全に分業化している宮崎県でも同様である.附n
浦地区の例では， 1970年代後半には， r 1カ月も満たない漁期間でJ，000万円
にも達するモジャコの販売を行った採捕業占-も多く存在した J (23) という . こ
れは小規模な家般労作経営的な漁業経営にとってはまさに驚異的な水揚令制で
ある.さらに， この地区のモジャコ採捕漁船は，長谷川氏の実態調査によると，
全部で 11統の採l'Ii漁船のう ち，品高が 11.41トン( 5トン点満が 6統) と小 さ












(22)片岡 ・長谷川，前掲書， p. 35 
(23)同上書， p. 39 
山川水産庁の官僚である佐々木俊雄氏は「各県間の漁業調整の問題もあ るので，
当面は原則とし て一五 t未満(主機関は践体馬 )J一一五馬力未満)とするが 3
今後は一定の経過機関をおいてできるだけ使用 漁船を五 t未満(五o烏)).;.1と渦)
に抑えるようにすること J という水産庁の見解を述べている(佐々木， がifhj， 
p.50) . 
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県名 採捕時期 サイズ 価 格




















熊本 5月 5日...5月12日 23.000円/kg
5月13日...5月22日 19，000円/kg
5月13日""6月 3日 15，000円/kg
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78 79 80 81 82 83 84 85 
年
(25)福所邦彦「マダイ J社団法人資源協会編著『浅海養殖』大成出版， 1986年
11月， p. 224 
(26)足立純一「種苗供給動向 マダイ J r養殖 1987年臨時増刊 養殖種前全書』
1987年 12月， p.52 
(27)描所氏によると， 1869年に岡山県で研究に着手した人があったのに続いて，
1902年には広島県尾道市に僻化場が設けられていたという(福所，前掲). 










~ 生 産 E 自己 載 分記載業者数 業 者 数 生 産 毘
% % 千尼 % 
公的機関 28 57. 1 27 79.4 44，331 75.5 
民間企業等 16 32.7 2 5.9 2，250 3.8 
漁協 3 6.1 3 8.8 4，200 7.2 
大学 2 4. 1 2 5.9 8，000 13.6 








宮崎県栽培漁業センターは 1981年 4月 l自に関所された.独自の歳入・歳出
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センターが 1987年度に養殖用に供給したマダイ種苗は 197 ， 000尾(延べ 12 ~)~ 者)











尼あたり 70円程度であり，価格的には天然種苗と同じ程度に安いが，こ の業 ，斤
は品質的に低く ，:¥It価しており利用していない.
(2 Q)例えば， 87年度の職員は 9名であるが，このうち所長以下 8人が宮崎県本
産試験場延岡分喝職員が兼任している .
(30)熊本県は天然種苗にめぐまれていることから，もっと も早 くか らマダイ花
殖がおこなわれてきた.
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表3-7. 宮崎県栽塙漁業センタ一歳入予鍔および槌前計画 ・らlf縦(1987 イ I~ ) 
3t- 画 実 続
区 分 周 途
f;l I金 畳|金数 好l 数 額
千尾 千円 千尾 千円
謎 殖 188 9.400 207 10.350 
マダイ 放 流 300 500 
3十 488 707 
餐 殖 35 4.900 91 10.584 
ヒラメ 放 流 90 85 
3十 125 176 
ヒラメ Oli 1. 802 
クルマエピ 放 流 12.000 1.800 12.000 1.800 
アワビ類 放 流 200 2.000 218 2.866 
援 殖 248 2.477 
アユ 放 流 400 4.000 384 
1・ 400 632 
オオニベ 援 殖 247 39.590 246 39.465 












































行に他な らない .ただし，明治政府がその成立期において， 当初から旧制尊iJ1
を前面に打ち出した訳ではない.土地所有制度の近代化に対応した(ないしは
















税廃止」と 12月の「海面官有の宣言」というこつの太政官布告，および r1H ifi 





r解説 日本近代漁業年表(戦前編)J水産社， 1977年 11月， p. 2) ものであ




(~) 1977年制定の領海法(1977年 5月 2日法律第30号)による
(3 )これは「従来の漁場利用占有櫛をいったん消滅させ，明治政府の許可によっ
て新たにそれを発生させる形で，漁場占有利用権の上に強い統轄を加えたもの
であった J (二野瓶徳夫『明治漁業開拓史』平凡社， 1981年， p.26-27) . 
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ている . また，伊雌康宏氏は後者の立場から間山県のプリ台網(定置網の ー阻 )
の実証的分析をおこなっている(伊藤康宏「村落構造の変化とプリ台網経常の
展開過程J r漁業経済研究』第28巻第 3号， 1983年12月). 






るところが大きい (7 )こうした全国調査は，海面'臼有化立 3・の失敗を教;iJIとし
て，むしろ旧悦を近代化ないしは成文化しようとする漁業政策的方針の現れで












に国家レベルにおいて把躍しようとするものであ った J (佐藤隆夫『白木漁業
の法種問題』法律文化社， 1978年 2月， p. 5)であったが， r国家的漁業'l1J1Jt 







(8 )浜本幸生『漁業権って何だろう? 漁業法の世界』水産社， 1989年 11月， p. 
26 
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明治漁業法に規定 された漁場利用制度は，何度 も述べて いる とお り， In1aの
尊毘 ・依拠をその哲学としており，基本的な部分は今日の漁業法にも多く が引
き継がれている.明治漁業法に規定されている漁業権は，専用漁業権， ;主位漁
業縮，特別漁業構および区画漁業権の 4種であ る(9) 







個人に対しでも免許されJ (I 1)るというもので，第69条に規定されてい る.端
的にいえば，漁業慣行が確認されれば，個人による漁場の排他的支配が可能 で
あるということ に他ならない.この点が明治漁業法は封建的漁業制度の釘("1与を
意図 したもの であるという評価の論拠の一つになっている.慣行に応じ てとい
うことは， r他付の侵漁の積み箆ねさえも法的には共有の専用漁業権とし て成
長J (I 2)することを法的に追認したことでもあった .
定位漁業権は定位網漁業を営む権利である.また，区画漁業権は簡単 にいえ
ば養殖業をおこなう権利である.区画漁業は第 1種から第 3種まである が， こ
れらの定義は現行漁業法とほぼ同等なので，現行漁業法における漁業権 の検討
(g)ただし， x x漁業権という用語そのものは，明治漁業法のなかにお いては{1!
刑されていない.条文のなかにおいては， r漁具ヲ定置シ文ハ水面ヲ匹 lUIJシテ




( I 0 )佐藤，前掲位， p. 15 
【II )向上書， p. 16 
(I 2)同上
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のところで詳述することにする.特別漁業権は主務大 臣の免許 を要す るもので，
現行の指定漁業のようなものと考えてよいであろう.ただ，現行の指定漁栄は
漁業権漁業ではないのに対し，特別漁業権は物権たる漁業縦に含まれ ており ，
法的性格が異な っている点が注 目される. 具体的には一定 の漁場を利用 する tJli
鯨，船びき網. J也びき網，イルカ漁業，それに飼い付け漁業などが含ま れて い
る(13) 
ここで明らかにされた漁業縮とは. r漁業地ハ物権ト宥{放シ土地ニ閥 スル規
定ヲ準用ス J (第 7条)という有名な条文に 示 されているように，いわ ば 「不
動産物件として扱われ，一般の財産権と同線，譲渡，貸付け，担保化 な ど，純
利の自由な処分が認められた . しかも，漁業慌の存続期間!は20年間で， ( '1'略)
つまり，漁場の占有支配を内容とする漁業権は，不動産物件として，私有財産
としての地位が保附されていた J (1川 というものである.
明治漁業法は， r民法では逃げてしまった「入会権」 を，全国各地の r.(:I.;i~ 慣
行を調べ上げ た上で，このように近代法的に整理して「地先水面専用漁業杭J
に構成した J (1 5 )という点で高く評価する見方もあるが，むしろ， rその結果
は，強力な官僚的支配となり，民主主義の未発述，および技術の未発述 に必づ
く低い生産力の同定となったJ いれ という評価，端的にいえば「封建制 を)J;本
理念としている法体系J れり とする見解が一般的である い8)
1910年に改正施行された明治漁業法は， その後，1933年から 1947年ま で 5回
( I 3)同上書. p. 2 1などを参照
( I ")鈴木旭「戦後の漁業権制度の性格と機能J r漁業経済研究』第29J.8. 郊 1
・2合併号. 1984年 9月
( I 5 )浜本，前挫jilL p. 28 
(16)近藤康男 r漁業経済概論』東京大学出版会. 1959年， p. 21 
( I 7 )佐藤，前fgi!}. p. 1 
( I e) r戦前の漁村にお ける前近代的な生産諮問係の制度的枠組みとして JI!W，!さ
れ，近代法としての性格を否定する見解が一般的であったようである . J (鈴







ある漁業制度改革の基礎として成立したものである い引 が，ここでは漁業阪 は
共同漁業権，区画漁業権および定置漁業権の 3つに分類整理されている.漁業


























が設定されている . 自由漁業は文字どおり操業に関しては制限がないが， :I'F可
漁業は「許可」が一種の 「漁業を営みうる権利Jとして事実上は売買の 対以と















区司4- - 1 _ 北魚禁芝主去lXう3-α〉芸芝イじ
明治漁業法 現行漁業法
|専用漁業権|
慣行専用 i I 定桜性水族対象
地先水間 ) L_浮魚対象
|定位漁業権|













.・・ー ・ーー ーー ・・、
j:第 1種 j

















出所 :浜本事生 r漁業構って何だろう?.Jl水産社， 1989年 11月， p. 30 
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という立場から申却の適否をチェックする余地は全然なかった . しかも，い っ
たん免許された漁業権は，存続期間の更新制度によって，漁場条件の変化にか










共同漁業を営む権利 J (漁業法，第 6条第 2t1i)である.また，続く第 3l廷か
ら第 5項では定置漁業，区画漁業，共同漁業の定義がなされている .
共同漁業織は明治漁業法における地先専用漁業権を引き継いだものである .
第 1種から第 5種まで漁業種類に応じて規定されている .共同漁業権とはひと
ことでいえば水面の入会権である .




(2 I )金田被之 r実用 漁業法詳解(増補七訂版)J成山堂書庖， 1988年 9)j，
P. 61 ， 















である .ひび旭控殖業， カキ養殖業，真珠養殖業，藻類養殖業，小割り式よ~9d'i 
業を内容とし，第二種区画漁業は「人工又は天然の四階の中で行われる J (宮川










(24) 金 田，前掲 rl~ ， p. 38 
(25)同上




表 4-1 . プリ類養殖施設面積(1988年)
¥_____1田積|比率
1000 m2 % 
築堤式 48 1.5 
網仕切式 537 16.8 
小宮IJ式 2.613 81.7 
施設而取合計 3.198 100.0 
出所: r漁業養殖業生産統計年報J
最後の第三種区画漁業は地蒔き式の貝類養殖である.これは概念的に はなか






い養殖ということは，養殖の観念からして考えられない . しかし，その .aの
範囲が養殖の内界，手段によって異なる.こ の「一定の区域」とは，手fJf3 (1ドjに
底画された区域と狭く解釈すべきではない J (28)し，利用される漁場に ついて
は「必ずしも人工的手段をもって区画する必要のないことはもちろん，自然的
にも区画されていることも必要でなく，当該養殖の目的である水産動植物の性
質から ， 自ら区域が一定されるものであればよい J (2 g)と実務上は解釈されて




(28)金田 ，前掲蔀， p.35 
(2 g)向上
-111 -
区画漁業権の意味するところを考えれば明らか であろ う. 第 3種区画誕l.t撲は，
具体的には，貝類の地蒔き養殖を念頭においたものといえるが，こ の場 作，貝
類が移動する純囲が「区i珂Jであり，その範囲は厳密には一定し得ない のであ
る.魚類 はいうに及ばす， 一 般的には定着性が強い只類のなかでもホタ ラ・ガ イ
等では一 夜にして数kmを移動するという.農業に近いと目される養殖業 にお い
でさえ，少なくとも法的には漁場面積の慨念は乏しいのである . は っ き りいえ











し，漁場水面の総合利用を阿るという公共的な漁場利用の達成が一 つ の大き な




(30)浜本幸生『漁業権って何だろう ? 漁業法の世界』 水産社， 1989年 1n ，
p.34 
(3 1) r漁業者及び漁業従事者を主体とする漁業調整機構の運用によって *(fOを









会の怠見Jという文言は 18回あらわれ，そのうち， 13回は「第二立 漁業統及
び入漁縮」に集中している .具体的には，免許の内容等の事前決定(第十・ー 条)， 
海区漁業調整委員会への耕r.1J(第十二条)，免許をしない場合(第十三条)， 
免許についての適格性(第卜内条)，漁業権の分割文は変更(第二十二条)， 









類が設けられている . 海区はだいたい 1県 1つが原則となっているが，北海道
は海域が広いため 10の海区が設定されているし， 1 叫に異なった海域がイJ~ イE す
るところ(例えば兵附県は円本海と瀬戸内海の両海i或がある)や，長崎， 1I~ 児
島のように離島を含んでいるところなどでは，それぞれ 1県に抱数の海IXが設
定されているため ，全部で66の海区調整委員会 けれ が設けられている .安1の




(32)金 田，前掲書， p.378.，380 
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であったようである (3d)が実現せず，漁協がそ の機能を代行することに なった







(33)向上暫， p. 383 
はり向上智， p. 384 
(35】「例えば，既往において市町村自治体行政にたずさわっていた者の巾には，
広く公益の立場から公正な判断のできる人が多いと思われ，かかる線でiS任す
るのが妥当と思われる J (r海区漁業調整委員会の知事選任委員選任抵叩J 19 
52年 7月21日27水第5833号水産庁長官，金田前掲 iI} I P . 3 8 7 ..3 8 ，所収)
(3 d)佐藤，前掲書， p. 137 
(37】佐藤隆夫氏は「理論的にいっても，漁業協同組合の管理よりもこ の妥只会















て漁業の民主化を図る J (漁業法，第 l条)という，漁業法の精神，ひいては


































































( 2 )前項の規定により向順位である者相互間の優先順位は、左の )1頃j亨による。
漁民
前号に掲げる者以外の者






たともいわれる(小沼，前掲書， p. 324) . 








































と、同条第八項中「前じ項J とあるのは「第卜八条第二項において準用 する 第
十七条並びに第十六条第六項及び第七項J と読み替えるものとする。」
第17条において区画漁業権の優先順位は，漁業者 ・漁業従事者が第 1位とな









明治漁業法は非漁民による漁場支配を保町していることになる . これは， I旧
(40)明治漁業法では「本法ニ於テ漁業者ト栴スルハ漁業ヲ篤ス者及漁業制又ハ
入漁棺ヲ有スル者ヲ澗フ J (第 l条)と述べられている . ちなみに，ここでい
う漁業とは「約利ノ目的ヲ以テ水産動植物ヲ採捕文ハ養殖ヲ業トスル」ことで
ある .
(41) rこの法律において「漁業者」とは、 漁業を営む者をいい、 「漁業従事行J
とは、漁業者のために水産動植物の採捕文は養殖に従事する者をいう。 J (漁










次に，漁業権とは何なのか.その性格をめぐ る織論を 検討していくこ とにす
る.結論的にいえば，漁業怖の性格づけをめぐ っては，必ずしも一致した見解
はないとしかいえないのが現実である.法解釈上の問題のみならず， 実務上の











( 2) r定問漁業権J とは、定置漁業を営む縮利をいい、 「区画漁業椀J と
は、区間漁業を営む備利をいい、 「共同漁業権J とは、共同漁業を営む
柿利をいう。
















規定Jは皆無J (4 d)であるということになっている .これはある滋味で当然の
ことかもしれない.というのは，例えば土地一般の利用についての規定はある
( 4川金田 ，前向1!L p.262 
(45) r準用されている主なるものは次のとおりである.





等である. J (金田，前掲i!L p.262) 
(4 d) r r外国人土地法J という法律が漁業権に準用されることになっています
が，この法tlは政令で決めた場合に働くことになっており，その政令が決めら
れていないのでそれも働いていない.従って，準用される土地に関する規定は
皆無であることを明確にしておきます.J (向上野 I p.74) 
































業補償金の算定と配分に関する考察J r漁業経済研究』第34巻，第 4号， 1990 
年 5月)が注目される .
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『民法を学ぶ〔第 2版)J 1981年 3月， p.56-57) . 
(4 Q)佐藤氏は， 漁業権が物縮であることの恨拠について， (1)単純な物給再定
税， (2)形成備ないし物権取得税， (3)漁業行為絶対説(水産動植物採納仰税)， 
(4)漁場支配説の 4極の学説を紹介している(佐藤，前拘占， p.95-98) 
目的向上書， p. 97 
































なもの，ないしは漁業権制度を 正しく 理解し ていないとしかいいよう がないで
あろう .










の反対給付として認めざるを仰ないのではないかと考える J (55)と述べ ている.
この見解は法的な即論構成から漁業権を捉えるのではなく，むしろ，実態から









漁業権は半永久的に存続することが保証されている .つまり ， rいったん免許
された漁業権は，存続期間の更新制度によって，漁場条件の変化 にかかわりな







業権は 5年または 10年の存続期間 (5 7 )が定められている.制度的な建て前とし
ては，現行漁業法における漁業縮は 5年または 10年で期限切れとなり，期限切
れとなった後は，既存の漁業備が更新されるのではなくて，新たに漁業権が免
許されるのである .共同漁業権，非内水面における養殖業が 10年，その他 5年
というのが原則であるが，義知業を内容とする漁業縦であっても，特定区間漁






































































































いるのが一般的である . その水準は各漁協によって異なっており， ー慨にはい





















































【2)たとえば坂本市太郎氏は 「漁場の『老化』と称せ られる 施設当 た りの生産毘
の低下が，収容力に不釣合な養殖規模や施設配置に原因する錯覚の事例が多く j
と述べている . (坂本市太郎「養殖業と漁場環境J r西日本漁業経済論集』第
29巻， 1989年 i月)
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(3 )海面 ・河川 ・湖沼などの栄養埴類(窒索，燐など)が自然に ， あるいは人為
的に増大する現象. プランクトンが異常発生し，赤潮などの原因となる(金田
禎之編 『総合水産事典J) . 
(4 )とはいえ ，畜産動物にくらべると食性は肉食に近い .配合養魚餌料も苔産用
配合飼料にくらベタンパク含有fi!がはるかに向い.




































































尾あたり 3.0kgQJ，上になるから，仮に歩留まりが多少悪くとも， b Yは aXに
比べかなり大きいことは確かである . そこで，必要な餌料の日は，厳密には ρ
(by-ax)であるが，便官上 ρbyであるとする.すると，総費用は
WIX+W2ρb y + c 
とみなすことができる.また，売上高は
p b y 
であるから，利必nは
日=pbY-(WIX+W2ρb Y + C) 
である . このHを最大化させる xについて考察するのがここでの最初の課題で
ある .
ここでは xとyの関係が制約条件となる. Xは館苗の放益尼数， Yは販売足
数であるから， X と yの関係はすなわち歩留まりないしは鈍死事の問題を衣現
するものである.
生貨のなかで殆ど病害が発生しない放養密度は，ブリの場合であれば，1:貨
の容積 1m 3あたりの魚体重が 1k g程度というのが限界ではないかといわれてい
る.勿論，こうした極端な低密度での放餐(業界用語では「薄飼い」という)

















r = 1 -αx ただし， 0 <α< 1/ x 
となるものとする .つまり， αが小さい方が歩留まり率が高いということ で あ
る.すると，収磁尾数 yと種苗放義足数 xの関係は
y=rx=(l一αx) x = x一αX2 ( 1 ) 
となる . このモデルでは， xが 1/2α のところまでは，放謎尼数を増加 させる
と収獄尾数も増える .だが， 1/2α を超えると 歩留まりが極度に悪化し，収泌




r (x) =pbY- (W1X+w2bρY + c) 
=一 αb (P-W2ρ) X2 + {b (P-W2ρ) -Wl} x-C 
である .r (X) は xの2次関数であり，か つーαb< 0であるから，日(X ) 
は明らかに上向きに凸である . したがって，
r' (X) =-2αb (p -W舌ρ) x+b (P-W2ρ) -W I 
がOとなるような xが最適種苗放接尾数となる.このような xの値を x'とする
-136 -


























1 .生産物サイズ bが大きいと最適種苗放j重量 X 事は大きくなる .
2.駆筒価格 WIが高くなると x本は小さくなる.
3.増肉係数が悪化する (=ρ が大きくなる〉と x本は小さくなる .
4.餌料価格 W2が高くなると x~は小さくなる.
5.生産物価格 pが上昇すると x~は大きくなる .
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年次
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「漁業経済調査結果報告(漁家の部)J (以下， r漁家経済 J)にはプリ養
殖経営の経営データが掲げられている.また， r漁業養殖業生産統計年報J に
も養殖プリの収獲量および生産額が掲げられている.この両方から，生産物価




肉係数 ρを8.69として算出した飼料価格 Wlの推移が図 5-5である. 1980年代
を通じて低落傾向にあることがうかがわれる .
以上の結果をもちいて， p -W 2ρ の{直を算出し，その推移を示しているのが
図5-6である.生産物価格 pの低迷と餌料価格W2の低落傾向がある程度相殺
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74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 
年次
図5-6.P-W2 Pの年次推移
出所:r漁業鍾殖生産銃雷f年報 J r漁興経済務官報告 Jより算出
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いて 1927年にはじめて成功したが 1 1937年頃になると香川県をはじめ，徳島，
岡山などにも拡大した(大島泰雄 ・稲葉伝三郎監修 『養魚講座 4 ハマチ ・カ





{骨〉前掲『養魚講座 4 ハマチ ・カンパチ .JIp. 8 
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うことを主目的として， モイストベレット， さらにはドライ ペ レットの利用が
行われるようにな っている . ことにモイストペレットの利用はここ数年著しい .
モイストペレ ッ トは水質汚濁の防止効果だけでなく，魚病予防に効果的な給飼
法である .養殖プリに流行する疾病としては類結節症 〈1〉，述鎖球菌症 {12〉'
ミコパクテリウム症 (I3〉，賞厄 (1川などがあげられる (1 5)が，生餌給餌ではな




しくは，畑井 ・小川|・広瀬編 r魚病図鑑』緑書房， 1989年， p. 6等を参照のこ
と.
(12)1974年にはじめて発見され，それ以来毎年流行し，大きな被害を 与 えてい





弊死率がかなり高い .感染症か餌料性疾病なのかは不 明.前掲書， p. 24参照.
( 1 5)養殖プリの疾病についての解説書は多いが，前掲書の他，発生状況などに
ついては， {?IJえば和国有二「疾病発生状況とその対策 ハマチ J r養殖』













出所:腿児島大学水産学Il1I Htm 水 II実験所 ・ 東町1Il~凶同組合
「平成元年度 t泌総矧養殖ぬ織のIa涜¥'11置と保全』費16今， 1990ij: 3月











































































『明日の日本水産業』海文堂， 1978年， p. 136- 139) . 
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類など全部で 16項目，底質が化学的酸素要求霊(C 0) など 3項目となってい
る.1989年 7月の調査結果を鈎げた鹿児島大学水産学部附属水産実験所 ・東町











化傾向を示している漁場は 3区画 (49ha)，要注立となっている漁場が 7区画




( 1 g)鹿児島大学水産学部附属水産実験所 ・東町漁業協同組合「浅海魚類養殖漁
場の環境管理と保全」第 6号， 1990年 3月， p. 17 
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表 5-2. 漁場総合診断 (1989年 9月)
信号 区画数 漁 場 商 都
ha % 
赤 17 155 74 
iな 4 1 1 5 
I目:、r 16 44 21 
合計 37 210 100 
幽所:Bl!Yl.t:Jx学氷m学宮1附風水産実ti所・東町制抵当E凶同組合

















































が多くなっている.詳しくは前掲『魚病図鑑』緑書房 I 1989年 I P. 8参照.
-150 -
の転換や給餌作業用の漁船や機倣への新規投資が必要なため，費用がかなり明











うと αが小さくなるとともに，増肉係数 ρや出荷サイズ bも内湾に比べ大きく
なる .その結果政援密度を高めることができる.蒲江での聞き取りによると，
































































区分して検討している{け .第 1期は 1945-50年代半ば，第 2期は1950年代後半










氏の水産物市場の時期j区分でいうならば第 2期に相当する .こ の時期は「動物
性蛋白質の伸びが著しかったが，水産物の伸びは小帽にとどまり，急憎した畜
産物が，水産物とほぼj青を並べるに至った J (3)時期であり，水産物需要の 内容
からいえば，戦前戦後を通じ 一 貫してわが国の水産物消費の中心であったイワ








(4)志村賢男「高度成長メカニズムと漁業J r漁業経済研究』第22巻第 l号， 1 
975年12月.
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つ注目されることは外食の増大である .図 6-1は家計調査年報に基づいて 1
人あたりの年間消費支出，食料支出，外食支出を示したものである .1970年代
前半までは消費支出，食料消費，外食消費は閉じ割合で増大するが，後半にな






衆消費的 な高価格商品として位置づけなければならない J と述べている.


















72 年牢;::1印00 ~ . 
~庁 ......--守
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年次
以上に述べた水産物需要の変化をふまえ，養殖プリの市場について検討して













ている . これは金額ベースであるから， 量的に見て食料消費量は明らかに停滞
ないしは減少に転じている . まさしく飽食の時代の到来である. 家計調査年報
から算出した 1人あたりのプリ消費量も， 1970年代にはいると伸びは鈍化し，
殆ど一定の水準となる . ところが， この時期になっても， 養殖プリ生産量は伸

























666 6 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 8 8 8 8 8 8 88 
100 
。
6 7 890 1 2 3 4-5 6 7 8 901 2 34-5 6 7 8 
年次
この現象は 3つの点から説明し得る .
第 1は先述の外食荷要の伸びである . とくに 1980年代にはいってからの水産
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年次
卸売業者にとって，養殖プリや養殖マダイは最も有力な商品のー っとなって













表 6-1. 6大都市中央卸売市場における養殖プリ ・マダイの位置
入荷数量 卸売金額 価格
t % 宵万円 % 円/kg
入荷合計 2.114，133 100.0 1， 807，584 100.0 855 
生鮮品合計 644.757 30.5 615，098 34.0 954 
養殖プリ類 54，527 2.6 57.144 3.2 1， 048 
養殖マダイ 12，128 0.6 21， 648 1.2 1，785 
』園田帽.幽幽.
出所 : r水産物流通統計年報(1989年)J 
図6-4.6大都市中央卸売市場取扱金額の推移
700川 訓:一










































( I 0 )香川県漁連などの系統団体のマーケティングの成功の背景として，卸売業
者の利害を指摘したのは吉木武一氏である(吉木武一『養殖水産物の需給構造
(水産経済研究 NO.35) .JJ水産庁漁政部企画課. 1982年 3月. p. 12) . 
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表6-2.6大都市中央卸売市場の生鮮品目別取扱い数量 ・金額
ロロ 目 入荷数量 卸売金額 平均価格
t % 
61百5.万098円 % 9円54/K 生鮮品 644，757 100.0 100.0 
g 
海産魚類合計 471，968 73.2 405.361 65.9 
ぷり類(養殖〉 54，527 8.5 57.144 9.3 1，048 
まあじ 39.876 6.2 21.812 3.5 547 
まだい(養殖) 12.128 1.9 21. 648 3.5 1， 785 
きはだ 19，265 3.0 21. 346 3.5 1， 108 
するめいか 41， 118 6.4 19，243 3. 1 468 
まぐろ 4，665 0.7 17.167 2.8 3.680 
かれい類 11， 699 1.8 16，10 2.6 1.377 
ひらめ 5，153 0.8 14，562 2.4 2.826 
めばち 6，473 1.0 13，995 2.3 2，162 
さば類 38，923 6.0 11. 677 1.9 300 
さけ類 11， 595 1.8 10，215 1.7 881 
かつお 18，341 2.8 10，069 1.6 549 
さわら類 10，720 1.7 9，895 1.6 923 
ぷり類(天然) 10.745 1.7 8，134 1.3 757 
その他のまぐろ類 9，409 1.5 7，960 1.3 846 
さんま 25，388 3.9 7.921 1.3 312 
まだい〈天然〉 4，121 0.6 7，459 1.2 1， 810 
たら 13，263 2.1 6，008 1.0 453 
はも 4，141 0.6 5，557 0.9 1.342 
まいわし 32，332 5.0 5，270 0.9 163 
その他のたい類 3，288 0.5 4，389 0.7 1，335 
たちうお 6，041 0.9 3，969 0.6 657 
かじき類 3，361 0.5 3，596 0.6 1.070 
にベ ・ぐち類 3，905 0.6 1，726 0.3 442 
めぬけ類 619 0.1 859 0.1 1，387 
ます類 570 O. 1 551 O. 1 966 
その他の魚類 80，302 12.5 97，085 15.8 1，209 
水産動物 ・淡水魚合計 68，218 10.6 118，848 19.3 
貝類合計 104，571 16.2 9，067 1.5 



















































( 1 2)岡本m造『淡路島の活魚市場機構』水産研究会， 1952年
( 1 3)さらに八木氏は72年にも 『沿岸漁獲物の流通例浩 ~高級魚とくに活魚を
中心に--- (水産研究叢書21)J日本水産資源保護協会， 1972年 3月を発表し
ている.
【E川波田英嗣「活魚庖を中心とした流通 ・経済分析J r漁業経済研究』第29巻
第 3号， 1984年 12月.
世 162-
いる (I 5). j賓田氏はここ では， 活魚庖でマ ダイの利用度 が高い ことや，鮮魚出
荷に比べて1.5倍という高価格で販売 し得る ことが養殖業者を活魚流通へ抑 い
たことを明らかにしている.













在していたとみることができる J (1 7)と述べ，関西地区の水産物消費地騒特性
をあげている .中居氏の市場分化論からいうと，活けじめものは，高度経済成
長期に水産物市場の中核市場となった生食市場と， 1970年代後半以降の外食需
( I 5 ) 1賓田英嗣「魚流通の高鮮度化と養殖産地の対応J r九州経済調査月報』第
42巻 10号， 1987年 10月.氏は消費分析について「家族 ・家庭構造変化の中で 3
度の食事の位置づけが今日どのように変化しているのかをベースとした消費論
が鹿聞きれない限り ，上すべりの消費論に終わってしまうように思う」と，と
もすれば魚消費文化論的な税明に終始 しがちな一部の傾向を 批判している .
(16)詳細な定義付けやその歴史的背景などについては，酒井亮介「活魚流通の
今後J r農林統計調査J1990年 11月ゃ r21世紀における冷凍品流通の展望 PA 
RT 2J東京水産振興会， 1990年 8月， p.31-37などに詳しい .




ている (1 8) 
援殖プリの市場 ・流通の広域化の一つの挺子として，活けじめものという評














































岡市における活魚市屈の展開 J r養殖(臨時期刊)活魚販売』 第 25巻 13号， 19 
88年 12月， 同「福岡市における活魚流通の現況と場外流通J本間昭郎編 r活魚
大全』フジテクノシステム ， 1991年 1月， p.75-83に詳しい.
【22)酒井，前掲「‘活魚料理の流行と活魚流通」
(23) J寅吉勝治「活魚市場の市場外流通の諮問題J r養殖(臨時増刊)活魚販売』
第25巻 13号 ， 1988年 12月
(24)中居，前掲「活魚市場の生成と展開J
ー 165-














































究』 第32巻第 3号， 1988年 2月では，漁業の生産構造が異なるいくつかの産地
をとりあげ，それぞれの仲買業者の活動を分析した.









しかしながら，規模 ・地問的条件 ・歴史的条件等の点にお いて，多様な経営が
}つの市場に混在するわが国の 養殖業者では， そのマ ーケテ ィングカの格差 に
も極めて大きなものがある (20) したがっ て同 じプ リ養殖業者であ っても ， そ
の販売対応は多様なものとならざるを得ない.次節では規模格差 を一つの必準

















(30)拙稿， r漁家漁業経常論の対象と方法に 関する 一考察J r漁業経済研究』


















たように増大傾向にある. したがって，図 6-6に掲げたように， 1経営体あ
たりの生産量は全国平均を上向っており，更にその差は広がりつつある .
現在の大分県のプリ養殖業者は 3期にわたって形成されてきた. 表 6-4は







若干資料的に I有くなるが， 1986年の大分県におけるプリ養殖業者数は 117で
あるが， この約 7書IJに相当する 82業者が施設問積 1，000平万メート Jレ未満であ
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表 6-3. プ リ養殖経営体 ・生産量(1988年〉
県名 経 営 体 数 生 産 畳
% t % 
全国 2，831 100.0 166，031 100.0 
愛媛 377 13.3 38，212 23.0 
鹿児島 469 16.6 31， 935 19.2 
長崎 440 15.5 21， 108 12.7 
高知 285 10. 1 15，650 9.4 
香川 222 7.8 12，684 7.6 
大分 103 3.6 12，160 7.3 
宮崎 123 4.3 7，815 4.7 
三重 352 12.4 7，368 4.4 
熊本 144 5. 1 5，510 3.3 
和歌山 15 0.5 4，085 2.5 
山口 35 1.2 1，985 1.2 
静岡 68 2.4 1，502 0.9 
島根 15 0.5 1 ， 199 0.7 
徳島 47 1.7 985 0.6 















1964年以前 4 8.3 
1965-69年 5 10.4 
70-74 4 8.3 
75-79 24 50.0 
80-84 1 22.9 
85年以降
計 48 100.0 
出所:大分県体祭氷8.i書sr大分県水産物滅遇改聖111





500m2未満 51 43.6 
500 - 1.000 31 26.5 
1. 000 -2.000 15 12.8 
2.000 -3.000 6 5.1 
3.000 -4.000 5 4.3 
4.000 -5.000 2 1.7 
5.000 -10.000 5 4.3 




























施設面積 I 512m2 ( 8X 8X 6mイケス 8台〉




生産物の販売は生貨を単位として行われ， 生賛を 8台使用しているから ，出
荷回数は年間 8回(春期 4回，秋期 4囲)となる .1987年を例にとると，春期








































稼ぎの手段という位世づけがなされている.事例業者も出荷量の 1/ 4 を ~f 江
















































































大分県漁辿経由の系統出荷が 15%.その他 15%とな っている.地元大分市場へ
の販売について今少し詳しくみていくことにする.
大分市中央卸売市場のプリの取扱高は年間約 12億円程度で，これは鮮魚取扱
い高の約 17%に相当する(r大分市中央卸売市場年報J • 1986年による). 19 
86年 10月から 87年 5月の J水産の出荷実紡を表 6-7. 大分市場のプリ取扱高
を表 6-8に掲げる.表 6-7の価格が生産者価格. .&6-8の価格が卸売価




養殖業者との予約相対取引で入荷されている . この日限出荷では J水産と J水





















委託出荷|日昭出荷 大分県漁迎 その他 合計
9.1千60円
千円 千円 千256円 22.千586円 円9/kg 1986 10 13， 170 70 
1 9，519 2，230 175 1，924 973 
12 16，997 4，297 3，133 24，427 951 
1987 11， 236 1，286 1，568 1，709 15，799 911 
2 11， 568 2，211 1，159 14，938 815 
3 1，917 2，922 6，061 3，926 24.825 763 
4 11. 331 2，182 3.832 17，345 794 
5 1.271 1， 816 4，633 7，720 789 
6 ー 2，033 2，033 870 
合計 82，999 16，944 20，799 20.856 141， 597 867 
比事(%) 58.6 12.0 14.7 14.7 100.0 
出所 :J 水産資料
表6-8.大分市場におけるプリ類の取扱高 (1986年)
月 数量 |金 額 |平崎価格
kg 
11， 624 115，千38円1 円l，0/34kg 
2 86，835 92，265 1，063 
3 104，088 114，239 1，098 
4 101， 906 11， 538 1，095 
5 85，794 91. 196 1，063 
6 65，213 70，177 1，076 
7 68，670 72，829 1，061 
8 76，207 85，829 1，126 
9 93，803 87，764 936 
10 97，238 90，403 930 
1 99，982 99，088 991 
12 226，428 215，514 952 





然魚に近いというのが評価基準のー っとなっている . この品評会で J水産の製
品は必ず上位にランクされているという.魚体の形状を天然魚に近づけるため







































うち 3年魚出荷の段階までに 30%が澱死し，結局出荷に至るのは約 7万尼とな
る. このうち 6万尾が 3年魚で出術， 1万尾が 4年魚出荷に因される. 3年 f.{


















性の点で J水産と大きく異な っているのは，米71<71生産組合では出荷白 ・金制
ともに 12月出荷分の比率が高い点である. J 水産が主として刺身需要に対応し
た 3kgサイズを生産しているのに対し，この米水津生産組合は切り身需要に対


















3十 2年プリ I3年プリ I4年プリ
千円 千円 千円 千円
金 31・ 291.880 182.433 88.881 20.566 
D 水産 191.398 83.959 88.844 18.595 
署員 K社 97.297 95.325 - 1.971 
その他 3. 185 3. 148 37 世
円/kg 円/kg 円/kg 円/kg
{tHi ar 880 794 1， 081 1.044 
D水 産 929 791 1， 081 1.044 
K社 797 793 置 1. 041 
格 その他 922 920 1.100 
% % % % 
土色 計 100.0 100.0 100.0 100.0 
D 水産 65.6 46.0 100.0 90.4 
事 K社 33.3 52.3 ー 9.6 










おいている .事例として取り上げるのはN水産. T7l<.eE.それに H養弛生産組



















今日では大分県内 4カ所に養殖場を保有している .N 水産が保有している養殖
(35) N水産の創業20周年記念誌 (1980年発行)には「昭和36年のことである.
養殖漁業において約 l万 5千匹全部のタイ，ハマチを酸欠で殺すという壊滅的

















































































円程度であるが， 1975年には 15億円を突破し， 1980年度以降は25位円の水準に
達し今日に至っている.ただ，1980年代に入ってからは25億円-28億円の帽で
推移しており，必ずしも以前のような業績の伸びはみられない .
1987年の使用養殖施設は 10m生貨が約 100台であるが，このうちプリには 15
-16台が使われている .1986年度 (1986年 7月 1日-1987年 6月30日)の売上
金額は約25億円となっている . また， T水産では，プリの他に，マダイ，シマ
アジ ， ヒラマサを放援しており，それぞれの売上金額はプリが 9億円，タイが












































いたい週 2回(中 ・四国 Jレートは週 1回)のペースで出荷される .価格や販売
量，販売サイズ等は毎朝 5-6時頃に販売先と屯括で取り決められる.取引の
条件が決定されたら， 7時頃から荷積みを開始し，午前 10時から 10時半頃にか
けて船が出港する . このとき，マダイで 3-4種，プリで 2-3種のサイズを


















































































峡を隔てた対岸の大分の上入津から購入している .後述するように ， これに加
えて 1988年からは中間種苗からの放養が行われるようになった.出荷サイズは
4 . 5 -- 5 k g5l~であるが，出荷形態には活魚運搬船による活魚出荷と宇和島から
トラック輸送を行う野じめの 2つがとられている .出荷は 9月からはじまり翌
年 5月に完了する.したがって， 6月から 8月の 3カ月は完全に端境期となっ
ている上に，出荷開始Jは出荷量がかなり小さくなっている . そこで 1988年か
らは周年出荷体制を構築するために中間魚の短期育成が導入された.出荷実績




残り 3割が富山および金沢等の中央卸売市場である .名古屋方面と富山 ・金沢
では出荷するサイズに差異があり ，名古屋出荷分は 4kgサイズ，富山 ・金沢方
(40)遊子漁協も戸島と同様， プリ養殖業の盛んな組合であるが， ここは組合に
よる個別経営の管理指導であまりにも有名である(詳しくは八木庸夫「愛媛県







尾数 1m琵 |金額|平均体重|平均価格 尾数|重量|金 額|平均体重|平均価格
尾 t 千円 kg/尾 円/kg 尾 t 千円 kg/尾 円/kg
1987 9 5，928 19.8 13，702 3.34 691 971 3.4 2，413 3.45 720 
10 22，678 80.9 56，774 3.57 701 45，643 168.6 2，413 3.69 702 
1 54，000 213.0 142，656 3.94 669 28，110 109.8 7，575 3.90 689 
12 141， 565 605.2 399，184 4.27 659 42，202 192.7 128，638 4.57 667 
1988 65，048 291. 3 188，882 4.48 648 17，778 83.9 55，707 4.72 664 
2 66，680 314.5 206，659 4.72 657 13，611 71.5 47，585 5.25 665 
3 64，417 319.9 215，820 4.97 674 ー ー
4 46，283 234.7 150，112 5.07 639 2，897 16.1 10，428 5.56 647 
5 20，706 102.4 67，172 4.95 655 16，552 83.3 54，937 5.03 659 



























参考までに，富山市場と名古屋市場への出荷における経費の実例を或 6-1 2 
に掲げる .
付 1)富山県におけるプリ漁業の歴史，および生産 ・流通 ・消費のレポートとし
ては北日本新聞社編 f越中プリ』北日本新聞社出版部， 1983年 9月がある .
-192 -
表 6-1 2. 出荷経費
名 占 座 富 山
円 F 
販売代金 3，152，333 2，677，295 
運 口 142，000 140，000 
箱 代 99，360 94，300 
864個 820 姻
氷 代 17，000 13，000 
ノfウチ 代 6，900 6，600 
県漁連手数料 63，046 53，545 
生産者手取り 2，824，027 2，369，850 





といった取り組みが行われている . このキャンペーン活動は， 組合職員と組合
員がいくつかの班に分かれ， 名古屋 ・金沢 ・富山のスーパーマーケットおよび
百貨庖の庖頭において戸島産養殖プリの宣伝販売を行うというもので， 1988年
から開始された (42) このキャンペーン活動の直接的な目的は消費者に対して
戸島のプランド (43)の浸透をはかることにある . このようなイベント的なマー
ケティング活動の成果が実際にはどの程度具体的な効果を生み出しているかに
ついては明らかではない . だが， 戸島プランドの確立という対外的な効果とと
もに， プリを生産している組合員に対して品質管理意識の向上を図るという，
いわば対内的な効果をもたらしているように思われる . また， ~ミ京， 横浜での
(42)この販売促進キャンペーンでは漁協姉人 部が大きな役割を果たした. 戸島
漁協の販促キャンペ ー ンについては， 佐々木護「戸島漁協の挑戦」 『漁協(く








































の契機とな った例 は，愛媛県の遊子漁協をはじめとして少なくない . まき網の
衰退へ の対応策と して，魚矧養殖の仮興が漁協主噂で行われた点で遊子漁協と
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戸島漁協で商品に商標を 添付す るよう になったのは，前述のように，1985年
からであるが，東町では 1970年代の中頃，プリ養殖業への若業が一斉に起こっ
申 195-


















生産量が大きいため，出荷先も，関東 3割，関西 3害1]，北陸 i害IJおよび東海







( 4 7 )東町漁協におけるプリの品質管理については，拙稿「鹿児島県東町漁協
品質管理と銘柄の確立J a'漁協(くみあい)J全漁連， NO.31， 1991年 5月に紹
介した .
自 196-



















出荷は 9月から開始され，年内 一杯(水温の高いときには l月lO円頃まで)続
けられるが，売れ残った場合は水温の高い愛媛や九州、|の替護施設ヘ移される .



























現在，東京支所の取扱高は年間約 150億円(プリ 130億円，マダイ ・カンパ
テその他 20億円)，大阪支所で約 100億円〈うち，プリが90億円)の規模とな



























地元産が20%程度しかなか ったとも いう .
表 6-1 3. 香川県漁連の集荷スケジュール








































































































































( 5 I )東町漁協でも， 88年頃から，一部の養殖業者がひそかに， s社ヘ生産物を
販売しているケースがあるといわれている .
(52)畜産物流通におけるインテグレーションの成立と展開については，吉田忠
『畜産経済の流通{，\~浩』ミネルヴァ書房 ， 1974年 6月に詳しい.
-204 -























の純化過程について」関西農業経済学会編集 『農林業問題研究」第90号， 1988 
年 3月)，また，実施主体の相違から両者を区分し，保険業法にもとづかない






























に， 10縄とな って いる.この うち魚類養殖業に関わ るものは，は まち (3)徒刑共















幽所:水産庁自匝JHU邑~保険 Øll :ð rわかりやすいき'よさい制度」斬水産街聞社. 1991{f: 
魚類養殖共済のうち，最も早く実施されたのははまち養殖共済である.はま
ち共済は 1965年 4月に引き受けが開始され， 71年度からは 2年魚はまち共済が











年度から引き受けが開始され，こちらの方は当初から 1年魚， 2年魚， 3年魚
に区分されて始められている .契約高の推移は図 7-1に掲げたとおりであ る.
図7-1.共済金額の推移 出所 :r漁拠~m補償得度史第2き~ .J
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r 1と r2の比を rとすると，また，
M 
D 





































pで aを受け取り， ~確率 1 -pで bを受け取 るという賭けを想定したとき，そ
の期待値は




に対する期待効用を U (x) とするならば，この賭けの期待効用は
p.U (a) + (l-p) U (b) 
となる.
dU/dx> 0 かっ dU'/d'x< 0 
をUが満たしている (Uが凸状である)ならば，
pU (a) + (l-p) U (b) =U (c-ρ 〉
なる ρ(> 0)が存在するはずである.この ρをリスクプレミアムと呼ぶ.






























スも多々あるようである . ちなみに，漁業共済組合連合会(漁済述)では 1988
年度契約のはまち共済の足切り効果は 2年魚で30.0%， 1年魚で37.3%とみて
-212 -












































































業共済組合では 1尼あたりの掛金負担額を算定している.契約書IJ合が 100%， 
掛金率 4.3%であ るならば 1尾あた りの掛金負担額 (12)は， 1年魚はまちが 25.
8円， 2年魚はまち 160.6円となっている.モジャコから飼育を開始し， 2年魚
を販売するものとすると，必要な共済掛金は l年魚， 2年魚の両方の共済に加
(8 )向上哲，p. 251 
(0 )事務費用などの財源が附加掛金である.
( 10)共済組合によっても，また，個別の養殖経営体によってもことなるが， 4 
- 8%の範囲が多いようである.
( 1 1 )共済責任期間中の養殖施設の最高の台数が25台( 1，250nf)以上(漁協自
営及び漁業生産組合では 125台(6，250nf) )以上の場合は国印補助を受ける
ことができない.現実的にはほとんどの加入者が国庫補助を受けている.
( 1 2 )園開補助金などを差し引いた負担額である .
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入すると 184.2円/尾となる.仮に，あり得ないことではあるが， 100%の歩
留まりが達成されたものとし， 2年魚はまち(4 kgで出荷，販売単価を 800円


































故で契約を終了するならば， :11: J句体重W1 (kg/尼)，平均価格 P1 (円/I<g)
でN，尾を出荷できるものとする . N 1/ N 0は無事故の際の歩留まりをあらわし
ている .
掛金負担額 1，無事故の際の契約終了時予定価額 y，損害価額 D，受取共済
企Mは以下のように定式化される(算出式会!照)
1 = 1 N+ 1 A-S = i s No 
ただし，
s (円/尾) :共済単価
1 N :純共済掛金〈豆 1) 1 A :附加共済掛金(壬 1) 
S (円) :匡IfrTI補助額
i=CQ，+CQ，QA-h 
Q ， : 純借金耶 (~1) Q A : 附加掛金事(~ 1 ) 
C :契約書1I合(歪 1) 




N (尾) :‘H般による死亡 ・流失尾数
e :てん術事×契約書1I合(壬 1) 
d :経過単×生残率(壬 1) 
D=p，W，N-y (W，-W) N (1) 
y (円/kg) :魚類 lkgを明大させるのに必要な流動費用
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W (kg/尼) : 1n故発生時の平均体重
また，このとき， vの大部分は佃料費とみてきし っかえないであ ろう. この
場合，増肉係数を m，餌料価格を Pfとして，
v = mP 1 
を(1 )に代入すると





i s N 0 
• 
P lW 1 N 1 
N。
- ー扇町 周回目 ー
e d N， 
P lW I-mp1 (WI-W) 
e d s 
( 2 ) 
生産条件の変化として，本章では市場条件と漁場生産力を取り上げることに
する .市場条件は生産物価格 PIと餌料価格 Pfというかたちで rに反映されて
いる . また，漁場生産力はN0/ N 1およびW/W1の2つで rに関係づけられて
いる .
( 2 )式をみてすぐにわかるように，養殖共済への加入動機 rは，これ.は当
然のことではあるが，生産物価格 P11とではなく ， P 1と餌料価格 P1の比率に規
定されている .仮に PIが上昇したとしても， P 1が同じ比率で上昇するならば
rにはなんら変化が及ばない . プリ養殖業では価格下落が経営の圧迫要因とし
て指摘されてきた れ川が，生産物価絡が下落する 一方で，仮に， P fも低下し，
結果的に Pf/ P 1の変化が小さければ，養殖共済への加入動機 rにあたえる影






( 1 <1)たとえば，吉木武一「つくる撒業に明日はあるかJ中楯興 ・吉木武一 『明
日の日本水産業J (海文堂， 1983年)p. 129- 130などを会照
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られない. (2)式では歩留まりは N0/ N 1に，そして成長率はW/W1にそれ
ぞれ相当している.
歩留まりが悪化するということは N1/ N 0が小さくなるということに他なら
ない . いうまでもなく， N I/N。が小さくなるということはNo/N 1が大きく
なることと同値である . (2)式に示されているように， rはNo/N 1に比例
しているから歩留まりの低下は rを大きくする，すなわち加入動機を小さくす







市場条件 Pt/ P 1の恋化と ，漁渇条件N1/ N 0およびW/Wlの恋化は， とも
に魚類養殖業経営の収益性の悪化要因であるが，こと魚類養殖共済への加入動
機に与える影響は逆の作用をも っていること が示 される . いいかえ れば，現行
の獲殖共済制度への加入動機は，今日問題になっている市場条件の悪化と漁場
条件の悪化の両方に，閉じ方向に規定されるのではない .市場条件 の悪化と漁
( 15)放養 開始時の平均体重をW (kg/尾)，事故発生時の平均体箆をW (kg/ 
尾)，契約終了時の平士母体重をW 1 (kg/尾)とする.3議論を単純化するために，
生長は時間 tの線形関数と す る.すると ，
W=Wo+ (W 1-Wo) t ただし，契約時 :t = 0，契約終了時 :t = 1 
となる .生長率が低下し，同じ W。から出発しでも W 1' (<W 1) にしか生長し
ないならば，生長 曲線は
W' =Wo+ (W 1' -Wo) t 
である . ここで
W/W1一W'/W1' = (1- t) Wo (W 1' -W 1) /W1W 1' <0 












( 2 )式のなかで， dとWはそれぞれ契約時から事故発生までの時間 tの関
数であるから， rもまた時間 tの関数である .
d=d (t) =do+ (l-do) 
w=w (t) =Wo+ (W1-Wo) t 
&"w=Wo/W' 
ただし， 0壬 t豆 l
とおくと，
r=r (t) 
N 0 v P 1/ v ー(1 -&" w) (1 - t ) 




( 1 -&" w) - ..!:_ι ( 1 -d 0) 
v 
{(l-do) t+do} 2 
i N 0 v 
α= 一ー一 ・一一一一 ・一一一一e N 1 P 1 (> 0) 
このとき，あきらかに α>0， {(l-do) t+do} 2>0であるから，
r ' ( t)が正ならば
(1 - &"w)一 Pl 
V 
(l-do) >0 ( 3 ) 
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ここで V/PI=Xとし，これを(3 )式に代入し，整挫すると
1-d 0 gw< 一~ + 1 
x 
( 4 ) 
( 4 )式が成り 立てば r (t) は附加関数であり，事故免生までの|時間 tが小
さいほど rは小さくなり加入動機は大きくなる .とこ ろが，図 7-2に示した
9 w 
図7-2.流動費の出率と生長率の関係
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ものの， gwが正であるために， (4)式が成立す る範囲は do=0.3であると
すると，図の点 A， B， Cで固まれる領域に限定される . d 0が 0.4と大きくな
っても，その傾域は点A'， B' ， C' に阻まれる範聞に拡大するが，それで
も現実の条件からはほとんど成り 立ち 得ないという方が正確であろう.

















しての迎用益を加えたものになる .同時に資金の他への 運用はリス ク分散効果
をもち，共済加入との競合 ・代管関係をもつことにもなる .
星野良樹氏は保険頬似の施設として貯蓄，頼母子講 ・無尽，富鉱 ・賭博，自
家保険，共済の 5槌頼をあげている いれ .保険と共済を区別している . ただし，












とにする . さらに星野氏は貯蓄と保険の相退について， r両者の本質的な相違
は，保険の対象となる偶然事実(危険)の存在を前提としているが，貯蓄はこ
れを前提とはしていないし，保険はかかる危険の存在を前提に多数の経済主体




められ，危険や年齢が軽視される場合があるからにほかならない . とはいえ ，
股業協同組合の行っている特揺共済事業は，その実体は保険事業であると看倣

























していることになる . この養殖業者が直面する「賂」の期待値を E (P) とす
ると，
E(P)=(l-P) ・ (-1 ) + P・M
となる.貯蓄によって確実に受け取ることのできる運用益 α!と元本の合計は
( 1 +α) 1であるから， E (P)が(1 +α) 1より小さければ共済への加
入は貯苦手よりも不利 (20)となる .










( 1 -P ) ・ (ー 1) + P・M < (1 +α) 1 
がその条件である. M=edsNと 1= lN+ IA-S= i sNoを上式に代入し
て整理すると，
α> ( 1 + e d N ( 5 ) . 明白一一一N 0 ) P -2 
0 




eは 0.8， dは 0.5程度となる.また，この養殖業者は国庫補助;を受けており，
iの大きさは0.05となっているものとする . また，このときの市場金利が 5%
であったとしよう.貯蓄が共済よりも有利とするならば(5 )式より事故発生
率が41%よりも大きくなければならないことになる.また， さらに同じ大きさ





















































































業者の販売対応を考察したのが第 6立である . プリ養殖業における経営危機は
もはや慢性的な状況であるといってよいが，養殖業を含めた漁業における経営
安定化の政策的手段として，漁獲共済 ・養殖共演という制度がある.第 7章は


















によって行われるのかを考察した のが，第 2立の 「魚類養殖業における生産物

















































































応を行うことは不可能である. 一方，大規艇な生産者も I H養殖生産組合のよ
うな特に規模の大きな業者以外は，自己の生産物だけでは十分な市場への対応
が不可能となる .小脱悦業者と大規模業者の双方の契機によって裳殖プリの流
通の組織化が進展する.また，この中聞に位置づけられるような中規模の養殖
業者は， 自己の生産規模に見合った地方都市の市場に集中的に出仰することで，
市場競争力を維持するという形態をとっている .養殖プリの販売対応という 点
からみれば，有力漁述 ・漁協による共同販売も，養殖プリ流通における組織化
という文脈に位置づけることができょう .
プリを中心とするfKt穎養殖業における経営危機に政策的に対応するものとし
て養殖共済制度がある .第7立の「養殖共済制度の怠義と課題」では保険設計
の観点から養殖共済制度を把握しようとする立場ではなく，養殖業者の養殖共
済への加入動機を分析することで，養殖共済制度の窓設と問題点を明らかにし
ようとするものである . ここでは生産物価格の低下(またはコストの増大)は
養殖共済への加入動機を強めるのに対し，歩留まりの低下をもたらす漁場環境
の悪化は逆に加入動機を弱めることが示されている . さらに，現段階の養殖共
済の設計では，放援している魚類が一時的に艶死するという事故を念頭におい
て設計されているが，今日の魚類養殖業では長期にわたる病害の発生により・J
故が長期化しており，裳殖共済制度がこうした事故発生の現状に必ずしも整合
的に設計されていないことを併せて指摘している .
「とる漁業からつくる漁業へJ という政策的スローガンが端的に示している
ように ， 自然の生産力を人為的に管理しようとする漁業関係者の常為は，粁余
曲折を経つつも今後も継続することは確かであろう .発展途上国の資源ナシ g
ナリズムの荷揚を直接の契機とする 1977年以降の 200梅里体制によって，わが
国漁業のいわゆる 外延的拡大に終止符が打たれた.わが国の水産業の発展方向
は，沿岸漁場の見直しという方向を取らざるを得なかった. もちろん，プリを
中核とした魚類養殖業の展開は，本文中で何度も述べたように，それ以前の段
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階からみられ，むしろ， 1977年という段階にはその限界が折摘されていたので
あるが，沿岸漁場の見直しという観点からすれば，魚類養殖業は重要な役割jを
担わざるを得ない .
1970年代後半以降，魚類養殖業は依然プリを主軸としつつも，多種多様な魚
種の養殖が行われるようになっており，魚類養殖業を全体としてみるならば，
成長周面にあるといってよいだろう.だが，jm城晋一氏や古木武一氏がかつて
指摘した魚類養殖業の限界は，それぞれの魚種において，必ずしも克服された
わけではない.消費 ・需要の面から言えば，水産物にはわが国の農業における
コメのような基軸的商品はない . したがって，側々の魚種だけをみればその市
場はわずかなものと言っても差し支えない.従って多少の摩擦を伴いつつも，
第 2なで示した条件に見合う魚種を新たに見い出すことによって，魚類養殖業
はさらに拡大し続けていくことも可能であるかもしれない. しかしながら，漁
場環境の悪化は，漁場そのものを荒廃に導くことから，単にプリ養殖業だけで
なく，魚穎養殖業そのものの仔立.!J盤を指るがす性質のものである .魚類養殖
業が永続的に展開し得る産業なのか否かは，極論すれば，漁場環邸の維持ない
しは向上を如何になし得るかにかかっているといってよいだろう .
今日漁業者の高齢化は著しく進行しつつある.漁業者の高齢化は単に漁業生
産力の担い手の脆弱化という問題にとどまらない .漁村社会の維持 ・存続に関
わる問題である .統計的に確認することは困難であるが，魚類養殖業は比較的
後継者に忠まれていることも事実である.漁村の活性化という今日的課題の解
決に魚類養殖業の果たす意義は大きいと考えられる .
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